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〔
省

令
〕

〇
農
林
業
セ
ン
サ
ス
規
則
の
一
部
を
改
正
す

る
省
令
（
農
林
水
産
六
九
）

J

〔
告

示
〕

〇
地
方
税
法
施
行
規
則
第
十
条
第
二
項
の
送

信
に
係
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
お

け
る
安
全
性
及
び
信
頼
性
を
確
保
す
る
た

め
に
必
要
な
基
準
（
総
務
四
二
八
）

J

〇
光
デ
ィ
ス
ク
等
へ
の
給
与
支
払
報
告
書
記

載
事
項
及
び
公
的
年
金
等
支
払
報
告
書
記

載
事
項
の
記
録
に
関
す
る
技
術
基
準

（
同
四
二
九
）

N

〇
農
林
業
セ
ン
サ
ス
規
則
の
規
定
に
基
づ
き

農
林
水
産
大
臣
が
定
め
る
件
の
一
部
を
改

正
す
る
件
（
農
林
水
産
二
八
七
八
）

〔
公

告
〕

諸
事
項

裁
判
所

破
産
、
免
責
関
係

K
Q

特
殊
法
人
等

日
本
放
送
協
会
落
札
者
等
関
係

N
L

地
方
公
共
団
体

教
育
職
員
免
許
状
取
上
げ
処
分
関
係

N
L

会
社
そ
の
他

会
社
決
算
公
告

N
O

〇
農
林
水
産
省
令
第
六
十
九
号

統
計
法
（
平
成
十
九
年
法
律
第
五
十
三
号
）
第
十
八
条
の
規
定
に
基
づ
き
、
農
林
業
セ
ン
サ
ス
規
則
の
一
部
を
改
正

す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
二
十
五
年
十
一
月
二
十
一
日

農
林
水
産
大
臣

林

芳
正

農
林
業
セ
ン
サ
ス
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

農
林
業
セ
ン
サ
ス
規
則
（
昭
和
四
十
四
年
農
林
省
令
第
三
十
九
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
一
条
中
「
調
査
」」を
「
農
林
業
セ
ン
サ
ス
」」に
改
め
る
。

第
一
条
の
二
（
見
出
し
を
含
む
。）中
「
調
査
」
を
「
農
林
業
セ
ン
サ
ス
」
に
改
め
る
。

第
二
条
第
三
項
第
二
号
中
「
の
規
定
に
よ
る
」
を
「
に
規
定
す
る
」
に
改
め
、「
以
下
同
じ
。」を
削
る
。

第
三
条
の
見
出
し
を「（
農
林
業
セ
ン
サ
ス
の
種
類
）」に
改
め
、
同
条
中
「
調
査
は
」
を
「
農
林
業
セ
ン
サ
ス
は
」
に

改
め
る
。

第
四
条
中
「
調
査
は
」
を
「
農
林
業
セ
ン
サ
ス
は
」
に
改
め
、「
二
月
一
日
」
の
下
に「（
別
表
に
お
い
て「
調
査
期
日
」

と
い
う
。）」
を
加
え
る
。

第
七
条
第
一
項
中
「
八
月
一
日
」
を
「
四
月
一
日
」
に
、「
九
月
十
日
」
を
「
五
月
十
日
」
に
改
め
る
。

第
八
条
中
「
八
月
一
日
」
を
「
四
月
一
日
」
に
改
め
る
。

第
十
条
中
「
十
二
月
一
日
」
を
「
十
一
月
一
日
」
に
改
め
る
。

第
十
五
条
第
一
項
中
「
調
査
の
」
を
「
農
林
業
セ
ン
サ
ス
の
」
に
改
め
る
。

第
十
六
条
第
二
項
中
「
送
付
さ
れ
た
」
の
下
に
「
調
査
客
体
候
補
名
簿
」
を
加
え
、
同
条
第
六
項
中「
五
月
二
十
日
」

を
「
八
月
二
十
日
」
に
改
め
る
。

第
十
八
条
中
「
以
下
同
じ
」
を
「
第
十
九
条
第
一
項
に
お
い
て
同
じ
」
に
改
め
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

〇
総
務
省
告
示
第
四
百
二
十
八
号

地
方
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
二
十
九
年
総
理
府
令
第
二
十
三
号
）
第
十
条
第
三
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
同
条
第
二
項

の
送
信
に
係
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利
用
に
お
け
る
安
全
性
及
び
信
頼
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
基
準
を
次
の
よ

う
に
定
め
、
平
成
二
十
六
年
一
月
一
日
よ
り
適
用
す
る
。

平
成
二
十
五
年
十
一
月
二
十
一
日

総
務
大
臣

新
藤

義
孝

地
方
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
2
9年
総
理
府
令
第
2
3号
）
第
1
0条
第
２
項
の
送
信
に
係
る
情
報
通
信
の
技
術
の
利

用
に
お
け
る
安
全
性
及
び
信
頼
性
を
確
保
す
る
た
め
に
必
要
な
基
準

第
１
用
語
の
定
義

１
提
供
者

地
方
税
法
（
昭
和
2
5年
法
律
第
2
2
6号
。
以
下
「
法
」
と
い
う
。）第

3
1
7条
の
６
第
５
項
第
１
号
又
は
第
６
項
第
１

号
の
規
定
に
よ
り
給
与
支
払
報
告
書
記
載
事
項
又
は
公
的
年
金
等
支
払
報
告
書
記
載
事
項
（
以
下
「
記
載
事
項
」
と

い
う
。）を

提
供
す
る
者
（
当
該
記
載
事
項
を
送
信
す
る
者
が
税
理
士
法
（
昭
和

2
6年
法
律
第

2
3
7号
）
第
２
条
第
１

項
第
２
号
に
規
定
す
る
税
務
書
類
の
作
成
を
委
嘱
す
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
当
該
委
嘱
を
受
け
た
者
）

２
指
定
法
人

地
方
税
法
施
行
規
則
（
昭
和
2
9年
総
理
府
令
第
2
3号
）
第
1
0条
第
２
項
に
規
定
す
る
地
方
税
関
係
の
行
政
手
続
の

迅
速
か
つ
的
確
な
処
理
に
必
要
な
電
子
情
報
処
理
組
織
の
運
営
に
関
す
る
業
務
を
行
う
法
人
で
あ
っ
て
総
務
大
臣
が

指
定
し
た
も
の

３
電
子
署
名

電
子
署
名
及
び
認
証
業
務
に
関
す
る
法
律
（
平
成
1
2年
法
律
第
1
0
2号
）
第
２
条
第
１
項
に
規
定
す
る
電
子
署
名

˜
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